
 

 1 

諮問庁：国立大学法人新潟大学 

諮問日：平成３０年５月２５日（平成３０年（独情）諮問第３２号） 

答申日：平成３０年１１月２１日（平成３０年度（独情）答申第４６号） 

事件名：特定年度に開催された特定学部教授会の議事録等の一部開示決定に関

する件  

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

  昭和６２年度に開催された特定学部教授会の議事録及び資料（以下「本

件対象文書」という。）につき，その一部を不開示とした決定については，

別表の４欄に掲げる部分を開示すべきである。   

第２ 審査請求人の主張の要旨 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」とい

う。）３条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年１月２４日付け２

９新大総第７０号により，国立大学法人新潟大学（以下「新潟大学」，

「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処

分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

（１）法５条１号該当性について 

まず，学生に関する情報について，学生の学籍番号及び氏名を除く部

分についても多くの非公開部分があるが，それが公開されたとしても，

必ずしも特定の個人が識別され又は識別され得るとはいえない。審査請

求人としては，特定の個人が識別され又は識別され得るとされている部

分の情報について，黒塗りとなり非公開であるため，その内容について

知る由がなく，その個人識別性の程度についての立証は不可能である。 

しかし，公開可能な部分が相当部分存在することが推定される。処分

庁及び情報公開・個人情報保護審査会において，公開が可能な部分と

（仮に存在するならば）公開が不可能な部分とに精緻に区分し，公開可

能な部分については，非公開決定は取り消されるべきである。 

一方，学生に関する情報以外の部分については，処分庁の職員がその

職務の遂行として行った教育指導等に係る情報であり，法５条１号ただ

し書ハに該当するため，非公開とするのは違法である。 

以上の理由から，法５条１号には該当しない。 

（２）法５条３号該当性について 
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仮に，当該部分が公開されたとしても，率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生

じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼ

すおそれがあるとはいえず，非公開決定は違法である。 

審査請求人としては，非公開部分について，その内容について知る由

がない。 

しかし，公開可能な部分が相当部分存在することが推定される。処分

庁及び情報公開・個人情報保護審査会において，公開が可能な部分と

（仮に存在するならば）公開が不可能な部分とに精緻に区分し，公開可

能な部分については，非公開決定は取り消されるべきである。 

以上の理由から，法５条３号には該当しない。 

（３）法５条４号該当性について 

本決定においては，多岐にわたり，法５条４号に該当するとして非公

開決定となっている。しかしながら，これら情報が開示されたとしても，

それが事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ等があるとはい

えない。 

審査請求人としては，非公開部分について，その内容について知る由

がない。 

しかし，公開可能な部分が相当部分存在することが推定される。処分

庁及び情報公開・個人情報保護審査会において，公開が可能な部分と

（仮に存在するならば）公開が不可能な部分とに精緻に区分し，公開可

能な部分については，非公開決定は取り消されるべきである。 

以上の理由から，法５条４号には該当しない。 

（４）法７条該当性について 

仮に，法５条に該当するとされる場合であっても，処分庁に多額の税

金が投入されているという事実に鑑みれば，その情報の公開は極めて高

い公益性を有するのであるから，法７条によって，裁量的に開示決定さ

れるべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 理由説明書 

本件に係る開示請求内容は，現存するもののうち，最も古い年度の特定

学部部教授会の議事録及び資料である。 

   これに対し，本学における教授会議事録等の保存期間は３０年間である

ため，昭和６２年度の同会議の請求対象文書について特定し，部分開示し

た。 

（１）審査請求に係る開示決定等 

ア 議事録について 

     以下の記載については不開示とした。 
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（ア）個人の氏名等の特定の個人を識別することができる記載 

法５条１号に規定する特定の個人を識別することができるもので

あり，同号ただし書イないしハに掲げる情報に該当しないことから，

不開示とした。 

（イ）入試関係情報 

法５条４号その他当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものに該当することから，

不開示とした。 

（ウ）倫理審査関係委員会の委員名等 

法５条４号その他当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものに該当することから，

不開示とした。 

（注：上記（ウ）の記載について，当審査会事務局職員をして，

諮問庁に確認させたところ，原処分に係る開示決定通知書に記載さ

れていないことを誤って記載してしまったとのことである。） 

（エ）入試改革等での検討事項 

率直な意見交換や意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるた

め，法５条３号に該当することから，不開示とした。 

（オ）発言者氏名 

法５条４号その他当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものに該当することから，

不開示とした。 

イ 資料について 

上記アと同様の不開示事項に該当するものについて，不開示とした。 

（２）審査請求の趣旨及び理由 

    （上記第２の２と同様の内容であるので記載省略） 

（３）審査請求の理由に対する本学の意見 

ア 個人の氏名等の特定の個人を識別することができる記載 

特定の個人を識別することができる記載とは，当該情報に係る個人

が誰であるかを識別させることとなる氏名その他の記述の部分だけ

でなく，当該情報に含まれるいくつかの記述等が組み合わされるこ

とにより，特定の個人を識別することができることとなるものであ

る。このことから，本学教職員以外の個人情報及び本学教職員の氏

名等で開示することにより学生が識別される情報については，法５

条１号に規定する特定の個人を識別することができるものであり，

同号ただし書イないしハに掲げる情報に該当しないことから不開示

とした。 

イ 法人内部における検討に関する記載 
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法人内部における検討については，公にすることにより，率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ，大学の自治

を阻害されるおそれがあるため，法５条３号に該当し不開示とした。

本学において，不開示の決定にあたっては，情報公開の趣旨に則り

十分に精査・検討を行っている。 

なお，当該情報を開示することで，本学の経営上の正当な利益を害

されるおそれがあり，法５条４号トにも該当することから，不開示

と判断したことは適法である。 

   ウ 入試関係情報，発言者氏名等に関する記載 

入試関係情報，発言者氏名等に関する記載については，事務又は事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条４号に該

当し不開示としている。本学において，不開示の決定にあたっては，

情報公開の趣旨に則り十分に精査・検討を行っている。 

エ 法７条の公益上の理由による裁量的開示 

本件において，法５条各号により不開示とした情報は，個人情報，

大学における審議事項や議論の内容等である。本学では，当該内容

を公にしてまでも上回る公益上の必要性はないと判断する。 

（上記（ア）ないし（ウ）の判断に係る該当文書の一覧は，別表の２

欄及び３欄のとおり） 

    以上のことから，昭和６２年度の特定学部教授会議事録及び資料につ

いて，原処分は，維持すべきであると判断する。 

２ 補充理由説明書 

（１）第１０５回教授会資料「新潟大学特定学部入学試験懇談会出席者名

簿」について 

当該部分は，公となっていない高等学校の進路指導担当者の氏名・所

属高等学校名である。当該部分は，個人に関する情報であって，法５条

１号ただし書イないしハに掲げる情報にも該当しないので，法５条１号

の不開示理由を追加する。 

（２）第１０５回教授会資料「昭和６２年度入試懇談会実施報告・覚書」の

うち高等学校の校長の氏名・所属高等学校名部分について 

当該部分は，公となっていない高等学校の校長の氏名・所属高等学校

名である。当該部分は，個人に関する情報であって，法５条１号ただし

書イないしハに掲げる情報にも該当しないので，法５条１号の不開示理

由を追加する。 

（３）第１１２回教授会資料「特定学部編入学及び転部試験合格判定基準」

について 

当該部分は，特定学部編入学試験及び転部試験の公となっていない配

点内訳及び評価基準等であり，これらを公にした場合，今後受験する学
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生に誤解や憶測が生じ，これらの誤解や憶測に基づいて受験生が受験対

策を行うなど今後の受験生の解答方法に影響を及ぼすこととなり，適正

な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条４号ハの不

開示理由を追加する。 

（４）第１１３回教授会資料「入学者選抜試験合格者判定資料」のうち中国

引揚者等子女特別選抜を除く部分について 

当該部分は，特定学部入学者選抜試験の合格者判定資料であり，当該

部分を公にすることで，受験生の得点等のデータを蓄積して分析するこ

とができ，公になっていない配点内訳や合否判定基準が推測され，今後

受験する学生やその保護者等に誤解や憶測が生じ，これらの誤解や憶測

に基づいて受験生が受験対策を行い，今後の受験生の解答方法に影響を

及ぼすこととなるので，適正な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれが

あるため，法５条４号ハの不開示理由を追加する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①  平成３０年５月２５日 諮問の受理  

②  同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年６月１１日    審議 

④  同年１０月１日    本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同月３０日      諮問庁から補充理由説明書を収受 

⑥ 同年１１月１９日   審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

その一部を法５条１号，３号及び４号に該当するとして，不開示とする決

定（原処分）を行った。 

これに対して，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮

問庁は，不開示理由に法５条４号ハ及びトを追加した上で，原処分は妥当

であるとしていることから，以下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，不

開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

本件対象文書の不開示部分は，別表の１欄に掲げる不開示部分１ないし

不開示部分８である。 

（１）不開示部分１について 

ア 不開示部分１は，個人に係る情報であり，①休職者等の氏名等に係

る情報，②研究生及び聴講生志願者に係る情報，③学生の休学及び退

学等に係る情報，④教育実習に係る情報，⑤特定学部校費決算書

（案）に係る情報，⑥研究生期間延長に係る情報，⑦外国人留学生の
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ための日本語課外補講の講師に係る情報，⑧特定学部国際交流委員会

報告資料に係る情報，⑨新潟大学職員宿舎委員会報告資料に係る情報，

⑩身体障害者の受験について（協議）に係る情報，⑪昭和６２年度就

職内定状況に係る情報，⑫新潟大学国際交流後援会設置準備懇談会報

告資料に係る情報，⑬追試験願に係る情報，⑭演習配属の変更に係る

情報，⑮昭和６２年度卒業判定資料に係る情報，⑯受験許可書交付願

に係る情報，⑰新潟大学国際交流後援会名簿（案）に係る情報，⑱教

員の辞職に係る情報並びに⑲歴代就職ガイダンス講師に係る情報であ

ることが認められる。 

イ 上記①について 

上記①は，休職者等の氏名・職名等であり，法５条１号本文前段に

規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別することが

できる情報であることが認められ，同号ただし書イないしハに該当

する事情も認められない。また，当該部分は，個人識別部分であり，

法６条２項による部分開示の余地もなく，同号に該当し，不開示と

したことは妥当である。 

ウ 上記②について 

（ア）上記②は，研究生及び聴講生志願者の氏名，生年月日，学歴，現

職，指導教官，聴講科目・単位及び研究期間等であることが認めら

れる。 

（イ）上記②は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して当該個人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当すると

認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，

当該個人の氏名の公表慣行について，改めて確認させたところ，当

該個人の氏名は公表慣行がない旨説明する。 

   そうすると，上記②は，公表慣行があるとは認められないので，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。 

   次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，個人の氏名，生

年月日，学歴及び現職は，個人識別部分であるから部分開示の余地

はなく，その余の部分である指導教官，聴講科目・単位及び研究期

間等については，上記②は，研究生及び聴講生の受入れに係る情報

であることから，当該個人の友人や知人といった一定範囲の者には，

当該個人の特定が可能となることは否定し難く，当該情報を公にす

ることにより，当該個人の研究生及び聴講生の受入れのための選考

に係る機微な情報が明らかとなって，当該個人の権利利益を害する

おそれがないとは認められないので，部分開示できない。 
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   したがって，上記②は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

エ 上記③について 

（ア）上記③は，学生の氏名，在籍番号，学年，休学期間及び休学・退

学の理由等であることが認められる。 

   諮問庁は，上記③のうち第１０６回特定学部教授会議事録の９枚

目の学生の氏名等部分を除く部分は，原処分どおり，法５条１号に

該当するとしており，上記③のうち第１０６回特定学部教授会議事

録の９枚目の学生の氏名等部分については，原処分で，同条４号に

該当するとされているところ，理由説明書において同条１号を追加

している。 

（イ）上記③のうち第１０６回特定学部教授会議事録の９枚目の学生の

氏名等部分を除く部分は，学生の氏名とともに記載されていること

から，一体として当該学生に係る法５条１号本文前段に規定する個

人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるもの

に該当すると認められ，同号ただし書イないしハに該当する事情も

認められない。 

次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，学生の氏名，在

籍番号及び学年等は，個人識別部分であるから部分開示の余地はな

く，その余の部分である休学期間及び休学・退学の理由等について

は，当該学生の友人や知人といった一定範囲の者には，当該学生の

特定が可能となることは否定し難く，当該情報を公にすることによ

り，当該学生の休学及び退学に係る機微な情報が明らかとなって，

当該学生の権利利益を害するおそれがないとは認められないので，

部分開示できない。 

   したがって，当該部分は法５条１号に該当し，不開示としたこと

は妥当である。 

（ウ）上記③のうち第１０６回特定学部教授会議事録の９枚目の学生の

氏名等部分は，休学の届出を行った学生の氏名等であり，法５条１

号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識

別することができる情報であることが認められ，同号ただし書イな

いしハに該当する事情も認められない。また，当該部分は，個人識

別部分であり，法６条２項による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は法５条１号に該当し，同条４号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

オ 上記④，⑪及び⑬ないし⑯について 

（ア）上記④，⑪及び⑬ないし⑯は，学生の氏名，在籍番号，学年，配

属ゼミ名，就職内定先，追試験科目，追試験の理由，変更希望のゼ
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ミ名，取得単位数，受験する学部，保証人の氏名等であることが認

められる。 

（イ）法５条１号本文該当性及び同号ただし書該当性について 

   上記④，⑪及び⑬ないし⑯は，学生の氏名とともに記載されてい

ることから，一体として当該学生に係る法５条１号本文前段に規定

する個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ

るものに該当すると認められ，同号ただし書イないしハに該当する

事情も認められない。 

（ウ）法６条２項による部分開示の可否について 

  ａ 学生の氏名，在籍番号，学年及び配属ゼミ名部分について 

    当該部分は，個人識別部分であるから部分開示の余地はない。 

     ｂ 上記⑪の就職内定先部分について 

       当該部分については，当該学生の友人や知人といった一定範囲

の者には，当該学生の特定が可能となることは否定し難く，当

該情報を公にすることにより，当該学生の就職内定に係る機微

な情報が明らかとなって，当該学生の権利利益を害するおそれ

がないとは認められないので，部分開示できない。 

     ｃ 上記⑬の追試験科目及び追試験の理由等部分について 

       当該部分については，当該学生の友人や知人といった一定範囲

の者には，当該学生の特定が可能となることは否定し難く，当

該情報を公にすることにより，当該学生の追試験に係る機微な

情報が明らかとなって，当該学生の権利利益を害するおそれが

ないとは認められないので，部分開示できない。 

ｄ 上記⑭の変更希望のゼミ名部分について 

       当該部分については，上記⑭は，演習配属変更のための審議に

係る情報であることから，当該演習配属の変更予定の学生の友

人や知人といった一定範囲の者には，当該学生の特定が可能と

なることは否定し難く，当該情報を公にすることにより，演習

配属の変更に係る機微な情報が明らかとなって，当該学生の権

利利益を害するおそれがないとは認められないので，部分開示

できない。 

ｅ 上記⑮の取得単位数等について 

       当該部分については，上記⑮は，卒業判定に係る情報であるこ

とから，卒業予定者である当該学生の友人や知人といった一定

範囲の者には，当該学生の特定が可能となることは否定し難く，

当該情報を公にすることにより，卒業判定に係る機微な情報が

明らかとなって，当該学生の権利利益を害するおそれがないと

は認められないので，部分開示できない。 
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ｆ 上記⑯の受験する学部及び保証人の氏名等について 

       当該部分については，上記⑯は，他学部の受験を希望する学生

の許可書の審議情報であることから，当該学生の友人や知人と

いった一定範囲の者には，当該学生の特定が可能となることは

否定し難く，当該情報を公にすることにより，他学部受験に係

る機微な情報が明らかとなって，当該学生の権利利益を害する

おそれがないとは認められないので，部分開示できない。 

（エ）したがって，上記④，⑪及び⑬ないし⑯は法５条１号に該当し，

不開示としたことは妥当である。 

カ 上記⑤について 

（ア）上記⑤は，研究分担者である教員の氏名部分であることが認めら

れる。  

（イ）上記⑤は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であ

て，特定の個人を識別することができるものに該当すると認められ

る。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該教員

の氏名の公表慣行について，改めて確認させたところ，当該教員の

氏名は公表慣行があるとのことである。 

   そうすると，上記⑤は，法５条１号ただし書イに該当すると認め

られるので，同号に該当せず，開示すべきである。 

キ 上記⑥について 

（ア）上記⑥は，研究生の氏名，生年月日，学歴，現職，指導教官及び

研究期間等であることが認められる。 

（イ）上記⑥は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して当該個人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当すると

認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，

当該個人の氏名の公表慣行について，改めて確認させたところ，当

該個人の氏名は公表慣行がない旨説明する。 

   そうすると，上記⑥は，公表慣行があるとは認められないので，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。 

   次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，個人の氏名，生

年月日，学歴及び現職は，個人識別部分であるから部分開示の余地

はなく，その余の部分である指導教官及び研究期間等については，

上記⑥は，研究生の研究期間延長に係る審議情報であることから，

当該個人の友人や知人といった一定範囲の者には，当該個人の特定

が可能となることは否定し難く，当該情報を公にすることにより，

当該個人の研究期間延長に係る審議情報という機微な情報が明らか
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となって，当該個人の権利利益を害するおそれがないとは認められ

ないので，部分開示できない。 

   したがって，上記⑥は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

ク 上記⑦について 

（ア）上記⑦は，外国人留学生のための日本語課外補講の講師の経歴等

であることが認められる。また，当該講師の氏名は開示されている

ことが認められる。 

（イ）上記⑦は，講師の氏名とともに記載されていることから，講師ご

とに一体として当該講師に係る法５条１号本文前段に規定する個人

に関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに

該当すると認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問

庁に対し，当該講師の経歴等の公表慣行について，改めて確認させ

たところ，当該講師の経歴等は公表慣行がない旨説明する。 

そうすると，上記⑦は，公表慣行があるとは認められないので，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。また，上記⑦は，既に個人識別部分である

講師の氏名が開示されていることから，部分開示の余地もない。 

したがって，上記⑦は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

ケ 上記⑧について 

（ア）上記⑧は，個人の氏名，住所，現職，経歴及び研究業績等である

ことが認められる。 

（イ）上記⑧は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して当該個人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当すると

認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，

当該個人の氏名の公表慣行について，改めて確認させたところ，当

該個人の氏名は公表慣行がない旨説明する。 

   そうすると，上記⑧は，公表慣行があるとは認められないので，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。 

   次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，個人の氏名，住

所，現職，経歴等は，個人識別部分であるから部分開示の余地はな

く，その余の部分である研究業績等は，当該個人の友人や知人とい

った一定範囲の者には，当該個人の特定が可能となることは否定し

難く，当該情報を公にすることにより，当該個人の訪問受入れ等に

係る審議情報という機微な情報が明らかとなって，当該個人の権利
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利益を害するおそれがないとは認められないので，部分開示できな

い。 

   したがって，上記⑧は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

コ 上記⑨について 

（ア）上記⑨は，職員宿舎入居予定の個人の氏名及び宿舎名等であるこ

とが認められる。 

（イ）上記⑨は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して当該個人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当すると

認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，

上記⑨の公表慣行について，改めて確認させたところ，上記⑨は公

表慣行がない旨説明する。 

   そうすると，上記⑨は，公表慣行があるとは認められないので，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。 

   次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，職員宿舎入居予

定の個人の氏名及び宿舎名等は，個人識別部分であるから部分開示

の余地はないので，部分開示できない。 

   したがって，上記⑨は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

サ 上記⑩について 

（ア）上記⑩は，身体障害者である受験予定者の氏名，現住所，出身高

等学校名，障害の程度，保護者名及び受験に当たって希望する措置

等であることが認められる。 

（イ）上記⑩は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して当該個人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当すると

認められ，同号ただし書イないしハに該当する事情は認められない。 

   次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，受験予定者の氏

名，現住所，出身高等学校名，障害の程度及び保護者名は，個人識

別部分であるから部分開示の余地はなく，その余の部分である受験

に当たって希望する措置等については，上記⑩は，身体障害者であ

る受験予定者の入学上の差し支えの有無等を協議する情報であるこ

とから，当該受験予定者の友人や知人といった一定範囲の者には，

当該受験者の特定が可能となることは否定し難く，当該情報を公に

することにより，当該受験予定者の障害の程度等が明らかとなって，

当該受験予定者の権利利益を害するおそれがないとは認められない
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ので，部分開示できない。 

   したがって，上記⑩は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

   シ 上記⑫について 

上記⑫は，寄付者の氏名であり，法５条１号本文前段に規定する個

人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるもの

に該当すると認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮

問庁に対し，当該寄付者の氏名の公表慣行について，改めて確認さ

せたところ，当該寄付者の氏名は公表慣行がない旨説明する。 

そうすると，上記⑫は，公表慣行があるとは認められないので，法

５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する

事情も認められない。 

また，当該部分は，個人識別部分であり，法６条２項による部分開

示の余地もない。 

したがって，上記⑫は法５条１号に該当し，不開示としたことは妥

当である。 

ス 上記⑰について 

上記⑰は，新潟大学国際交流後援会会員の氏名・現職であり，法５

条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人

を識別することができるものに該当すると認められる。そこで，当

審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該後援会会員の氏名の

公表慣行について，改めて確認させたところ，当該後援会会員の氏

名は公表慣行がない旨説明する。 

そうすると，上記⑰は，公表慣行があるとは認められないので，法

５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する

事情も認められない。 

また，当該後援会会員の氏名・現職は，個人識別部分であり，法６

条２項による部分開示の余地もない。 

したがって，上記⑰は法５条１号に該当し，不開示としたことは妥

当である。 

セ 上記⑱について 

（ア）上記⑱は，教員の辞職に係る情報であり，当該教員の氏名・職名

部分であることが認められる。 

（イ）上記⑱は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して当該個人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当すると

認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，

当該部分の公表慣行について，改めて確認させたところ，当該部分
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は公表慣行がない旨説明する。 

そうすると，上記⑱は，公表慣行があるとは認められないので，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。 

また，当該教員の氏名・職名は，個人識別部分であり，法６条２

項による部分開示の余地もない。 

したがって，上記⑱は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

ソ 上記⑲について 

（ア）上記⑲は，就職ガイダンスのための歴代講師の氏名，職名及び経

歴等であることが認められる。 

（イ）上記⑲は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して当該個人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当すると

認められる。そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，

当該部分の公表慣行について，改めて確認させたところ，当該部分

は公表慣行がない旨説明する。 

そうすると，上記⑲は，公表慣行があるとは認められないので，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。 

また，当該歴代講師の氏名，職名及び経歴等は，個人識別部分で

あり，法６条２項による部分開示の余地もない。 

したがって，上記⑲は法５条１号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

（２）不開示部分２について 

ア 当該部分は，個人に係る情報であり，学生の処分等の契機となった

事柄に係る情報であることが認められる。 

イ しかしながら，当該部分には，特定の個人を識別することができる

ほどの詳細かつ具体的な記載及び個人の権利利益を害するような記載

は認められないので，法５条１号に規定する特定の個人を識別するこ

とができるもの及び特定の個人を識別することはできないが，公にす

ることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあるものに該当

するとは認められない。 

したがって，当該部分は法５条１号に該当せず，開示すべきである。 

（３）不開示部分３について 

ア 当該部分は，入試関係に係る情報であり，①入学試験制度検討委員

会に係る情報，②学力検査の配点に係る情報，③昭和６３年度新潟大

学特定学部帰国子女特別選抜試験に係る情報，④昭和６３年度新潟大
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学特定学部私費外国人留学生特別選考に係る情報，⑤電算処理改善

（案）によるデータフロー概念図（一般分）に係る情報，⑥新潟大学

特定学部入学試験懇談会出席者に係る情報，⑦昭和６２年度入試懇談

会実施報告・覚書に係る情報，⑧昭和６３年度入学試験調査書審査委

員及び健康診断書委員に係る情報，⑨昭和６３年度新潟大学特定学部

編入学及び転部試験に係る情報，⑩入試業務の作業日程に係る情報，

⑪昭和６３年度新潟大学特定学部中国引揚者等子女特別選抜に係る情

報，⑫特定学部編入学及び転部試験合格判定基準（案）に係る情報，

⑬昭和６３年度特定学部試験監督員名簿に係る情報並びに⑭入学者選

抜試験合格者判定資料に係る情報であることが認められる。 

イ 上記①及び②について 

（ア）上記①は，入学試験制度検討委員会による入試改革等に係る検討

内容や報告内容及び同委員会委員の氏名等であり，上記②は，学力

検査の配点に係る検討内容であることが認められる。  

（イ）上記①は，昭和６３年度入試における日程及び特定の試験科目の

実施方法等に係る情報であり，上記②は，昭和６３年度入試の配点

に係る検討内容等であり，いずれも現時点において公にしても，な

お率直な意見交換や意思決定の中立性が損なわれ又は新潟大学の経

営上の正当な利益を害されるほどの記載とは認め難い。 

   そうすると，上記①及び②は，当該部分を公にすることにより，

率直な意見交換や意思決定の中立性が損なわれるおそれ又は新潟大

学の経営上の正当な利益を害されるおそれがあるとは認められない

ので，法５条３号及び４号トのいずれにも該当せず，開示すべきで

ある。 

ウ 上記③，④，⑨及び⑪について 

（ア）上記③は，昭和６３年度新潟大学特定学部帰国子女特別選抜試験

実施要領（案）のうち入学試験実施に伴う委員等，面接の評価方法

及び配点内訳部分であり，上記④は，昭和６３年度新潟大学特定学

部私費外国人留学生特別選抜実施要領（案）のうち入学試験実施に

伴う委員等，面接の評価方法及び配点内訳部分であり，上記⑨は，

昭和６３年度新潟大学特定学部編入学及び転部試験実施要領（案）

のうち試験監督員，面接の評価方法，採点日時・場所，配点内訳及

び合否判定会議の日時・場所等であり，上記⑪は，昭和６３年度新

潟大学特定学部中国引揚者等子女特別選抜実施方法の検討に係る情

報及び当該特別選抜の実施要領（案）のうち入学試験実施に伴う委

員等，面接の評価方法，配点内訳及び判定教授会の日程であること

が認められる。 

   そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の
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不開示理由等について，改めて確認させたところ，当該部分は，入

試の実施要領に係る検討中の情報であり，これらを公にした場合，

公となっていない面接の評価方法や配点内訳，採点日時・場所・合

否判定会議等が推測され，適正な入学試験の実施に支障を及ぼすお

それがあるため，法５条４号ハに該当するとのことである。 

（イ）上記③について 

   上記③のうち入学試験実施に伴う委員等部分は，昭和６３年度入

試の実施要領（案）に係る情報であり，現時点において公にしても，

なお適正な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれが生じるほどの記

載とは認め難く，上記③のうち面接の評価方法や配点内訳部分は，

既に開示されている部分から推認することが可能である。 

   そうすると，上記③は，公にすることにより，適正な入学試験の

実施に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，法５条４

号ハに該当せず，開示すべきである。 

（ウ）上記④及び⑨のうち下記（エ）を除く部分について 

   当該部分は，これらを公にした場合，公となっていない面接の評

価方法や配点内訳，採点日時・場所・合否判定会議等が推測され，

適正な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれがあるとする諮問庁の

説明は否定し難い。 

   したがって，当該部分は法５条４号ハに該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 

（エ）上記④のうち入学試験実施に伴う委員等部分，上記⑨のうち試験

監督員部分及び上記⑪について 

当該部分は，昭和６３年度入試の実施要領（案）や検討内容に係

る情報であり，いずれも現時点において公にしても，なお適正な入

学試験の実施に支障を及ぼすおそれが生じるほどの記載とは認め難

い。 

   そうすると，当該部分は，公にすることにより，適正な入学試験

の実施に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，法５条

４号ハに該当せず，開示すべきである。 

エ 上記⑤について 

（ア）上記⑤は，電算処理改善（案）によるデータフロー概念図（一般

分）であることが認められる。 

   そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の

不開示理由等について，改めて確認させたところ，当該部分は，入

試の電算処理の改善に係る検討中の情報であり，これらを公にした

場合，適正な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれがあるため，法

５条４号ハに該当するとのことである。 
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（イ）しかしながら，上記⑤は，昭和６３年度入試の電算処理の改善案

に係る情報であり，現時点において公にしても，なお適正な入学試

験の実施に支障を及ぼすおそれが生じるほどの記載とは認め難い。 

   そうすると，上記⑤は，公にすることにより，適正な入学試験の

実施に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，法５条４

号ハに該当せず，開示すべきである。 

オ 上記⑥について 

（ア）上記⑥は，原処分において，法５条４号に該当するとして不開示

とされているところ，諮問庁は，補充理由説明書において，当該部

分の不開示理由等について，以下のとおり説明する。 

   上記⑥は，公となっていない高等学校の進路指導担当者の氏名・

所属高等学校名である。当該部分は，個人に関する情報であって，

法５条１号ただし書イないしハに掲げる情報にも該当しないので，

同号の不開示理由を追加する。 

（イ）上記⑥は，高等学校の進路指導担当者の氏名・所属高等学校名で

あり，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができるものに該当すると認められ，同

号ただし書イないしハに該当する事情は認められない。また，当該

部分は，個人識別部分であり，法６条２項による部分開示の余地も

ない。 

   したがって，上記⑥は法５条１号に該当し，同条４号について判

断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

カ 上記⑦について 

（ア）上記⑦は，（ⅰ）入試懇談会委員の氏名及び（ⅱ）高等学校の校

長の氏名・所属高等学校名であることが認められる。 

（イ）上記（ⅰ）について 

上記（ⅰ）の不開示理由等について，当審査会事務局職員をして，

諮問庁に対し，改めて確認させたところ，当該部分は，公にするこ

とにより，委員会業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた

め，法５条４号柱書きに該当するとのことである。 

   しかしながら，上記（ⅰ）は，昭和６２年度の入試に係る委員の

氏名であり，現時点において公にしても，なお委員会業務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれが生じるほどの記載とは認め難い。 

そうすると，上記⑦の（ⅰ）は，公にすることにより，委員会業

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，

法５条４号柱書きに該当せず，開示すべきである。 

（ウ）上記（ⅱ）について 

ａ 上記（ⅱ）は，原処分において，法５条４号に該当するとして



 

 17 

不開示とされているところ，諮問庁は，補充理由説明書において，

当該部分の不開示理由等について，以下のとおり説明する。 

    当該部分は，公となっていない高等学校の校長の氏名・所属高

等学校名である。当該部分は，個人に関する情報であって，法５

条１号ただし書イないしハに掲げる情報にも該当しないので，法

５条１号の不開示理由を追加する。 

ｂ 上記（ⅱ）は，高等学校の校長の氏名・所属高等学校名であり，

法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定

の個人を識別することができるものに該当すると認められ，同号

ただし書イないしハに該当する事情は認められない。また，当該

部分は，個人識別部分であり，法６条２項による部分開示の余地

もない。 

    したがって，上記⑦の（ⅱ）は法５条１号に該当し，同条４号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

キ 上記⑧について 

（ア）上記⑧は，昭和６３年度入学試験調査書審査委員及び健康診断書

委員の氏名・職名等である。 

   そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の

不開示理由等について，改めて確認させたところ，上記⑧は公にす

ることにより，委員会業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るため，法５条４号柱書きに該当するとのことである。 

（イ）しかしながら，上記⑧は，昭和６３年度の入試に係る委員の氏名

であり，現時点において公にしても，なお委員会業務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれが生じるほどの記載とは認め難い。 

そうすると，上記⑧は，公にすることにより，委員会業務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，法５条

４号柱書きに該当せず，開示すべきである。 

ク 上記⑩について 

（ア）上記⑩は，入試業務の作業日程に係る情報であることが認められ

る。 

そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の

不開示理由等について，改めて確認させたところ，上記⑩は公にす

ることにより，入試業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

ため，法５条４号柱書きに該当するとのことである。 

（イ）しかしながら，上記⑩は，昭和６３年度入試に係る作業日程であ

り，現時点において公にしても，なお入試業務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれが生じるほどの記載とは認め難い。 

そうすると，上記⑩は，公にすることにより，入試業務の適正な
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遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，法５条４

号柱書きに該当せず，開示すべきである。 

ケ 上記⑫について 

（ア）上記⑫は，原処分において，法５条３号に該当するとして不開示

とされているところ，諮問庁は，補充理由説明書において，当該部

分の不開示理由等について，以下のとおり説明する。 

  上記⑫は，特定学部編入学試験及び転部試験の公となっていな

い配点内訳及び評価基準等であり，これらを公にした場合，今後受

験する学生に誤解や憶測が生じ，これらの誤解や憶測に基づいて受

験生が受験対策を行うなど今後の受験生の解答方法に影響を及ぼす

こととなり，適正な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれがあるた

め，法５条４号ハの不開示理由を追加する。 

（イ）以下，上記諮問庁の説明も踏まえ，検討する。 

  ａ 上記⑫は，特定学部編入学試験及び転部試験の合否判定基準で

あることが認められる。 

     ｂ 上記⑫は，公になっていない配点内訳及び評価基準等であるの

で，これらを公にした場合，今後受験する学生に誤解や憶測が

生じ，これらの誤解や憶測に基づいて受験生が受験対策を行う

など今後の受験生の解答方法に影響を及ぼすこととなり，適正

な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれがあるとする諮問庁の

説明は否定し難い。 

       したがって，上記⑫は法５条４号ハに該当し，同条３号及び４

号トについて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当で

ある。 

コ 上記⑬について 

（ア）上記⑬は，特定学部試験監督員名簿のうち担当教員の氏名等であ

ることが認められる。 

   そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の

不開示理由等について，改めて確認させたところ，上記⑬は公にす

ることにより，入試業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

ため，法５条４号柱書きに該当するとのことである。 

（イ）しかしながら，上記⑬は，昭和６３年度入試の試験監督員の氏名

等であり，現時点において公にしても，なお入試業務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれが生じるほどの記載とは認め難い。 

そうすると，上記⑬は，公にすることにより，入試業務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，法５条４

号柱書きに該当せず，開示すべきである。 

サ 上記⑭について 
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（ア）上記⑭は，（ⅰ）特定学部中国引揚者等子女特別選抜試験の合格

者判定資料及び（ⅱ）特定学部入学者選抜試験の合格者判定資料で

あることが認められる。 

（イ）上記（ⅰ）について 

ａ 上記（ⅰ）は，受験生の受験番号，順位，科目ごとの得点，面

接・調査書の評価及び出身高等学校名等であることが認められる。

また，当該部分に記載されている合格者判定の対象者は少人数で

あることが認められる。 

  ｂ 上記（ⅰ）は，受験生の受験番号とともに記載されていること

から，一体として当該受験生に係る法５条１号本文前段に規定す

る個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ

るものに該当すると認められ，同号ただし書イないしハに該当す

る事情は認められない。 

次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，受験番号及び

出身高等学校名は，個人識別部分であるから部分開示の余地は

なく，その余の部分である順位，科目ごとの得点，面接・調査

書の評価等については，上記⑭は，少人数の受験生の情報であ

ることから，当該受験生の友人や知人といった一定範囲の者に

は，当該受験生の特定が可能となることは否定し難く，当該情

報を公にすることにより，それらの者に他人に知られたくない

当該受験生の試験結果等の内容が明らかとなって，当該受験生

の権利利益を害するおそれがないとは認められないので，部分

開示はできない。 

したがって，上記⑭の（ⅰ）は法５条１号に該当し，不開示と

したことは妥当である。 

（ウ）上記（ⅱ）について 

ａ 上記（ⅱ）は，原処分において，法５条１号に該当するとして

不開示とされているところ，諮問庁は，補充理由説明書において，

当該部分の不開示理由等について，以下のとおり説明する。 

上記（ⅱ）は，特定学部入学者選抜試験の合格者判定資料であ

り，当該部分を公にすることで，受験生の得点等のデータを蓄

積して分析することができ，公になっていない配点内訳や合否

判定基準が推測され，今後受験する学生やその保護者等に誤解

や憶測が生じ，これらの誤解や憶測に基づいて受験生が受験対

策を行い，今後の受験生の解答方法に影響を及ぼすこととなる

ので，適正な入学試験の実施に支障を及ぼすおそれがあるため，

法５条４号ハの不開示理由を追加する。 

ｂ 上記（ⅱ）は，特定学部入学者選抜試験の合格者判定資料であ



 

 20 

り，受験生の受験番号，順位，科目ごとの得点，面接・調査書の

評価，出身高等学校名及び併願大学等であることが認められる。 

  上記（ⅱ）は，特定学部入学者選抜試験の合格者を判定するた

めの詳細な情報であると認められるので，これらを公にした場合，

受験生の得点等のデータを蓄積して分析することができ，公にな

っていない配点内訳や合否判定基準が推測され，今後受験する学

生やその保護者等に誤解や憶測が生じ，これらの誤解や憶測に基

づいて受験生が受験対策を行い，今後の受験生の解答方法に影響

を及ぼすこととなるので，適正な入学試験の実施に支障を及ぼす

おそれがあるとする諮問庁の説明は否定し難い。 

 したがって，上記⑭の（ⅱ）は法５条４号ハに該当し，同条

１号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当で

ある。 

（４）不開示部分４について 

ア 当該部分は，①入試制度検討委員会，②入学者選抜制度委員会，③

入学試験委員会，④入学試験運営委員会，⑤共通第１次学力試験実施

委員会及び⑥共通第１次学力試験運営委員会の委員の氏名等であるこ

とが認められる。 

  なお，当審査会において，上記③の本件開示実施文書を確認したと

ころ，第１０５回特定学部教授会資料の「新潟大学入学試験委員会」

の上から３行目部分がマスキング処理されて不開示部分として扱われ

ていることが認められる。しかしながら，原処分に係る開示決定通知

書の「開示しない部分及び一部を開示しない理由」欄を見ると，これ

らの部分が不開示部分に含まれることを前提とした記載が見当たらな

いことから，原処分においては不開示とされていないものと認めるほ

かはなく，したがって，当該部分の不開示情報該当性については判断

しない。 

イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，上記①ないし⑥の委員

の氏名等の不開示理由等について，改めて確認させたところ，当該部

分は公にすることにより，委員会業務の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあるため，法５条４号柱書きに該当するとのことである。 

 しかしながら，当該部分は，いずれも昭和６２年度の入試に係る

委員会の氏名等であり，現時点において公にしても，なお委員会業

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが生じるほどの記載とは認め

難い。 

そうすると，当該部分は，公にすることにより，委員会業務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないので，法５条

４号柱書きに該当せず，開示すべきである。 
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（５）不開示部分５について 

ア 当該部分は，人事選考に係る情報であり，①教員選考に係る情報，

②教員の他大学異動に係る情報及び③外国人研究者の受入れに係る情

報であることが認められる。 

イ 上記①について 

（ア）上記①は，教員の選考に係る情報であり，採用候補者である個人

の氏名，採用予定職，選考内容及び業績等の記載が認められる。 

（イ）上記①は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができる情報であることが認められる。そ

こで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の公表

慣行について確認させたところ，公表慣行はない旨説明する。 

そうすると，当該部分は，新潟大学において公表慣行があるとは

認められないので，法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし

書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，個人の氏名及び

業績は，個人識別部分であることから部分開示の余地はなく，また，

その余の部分である採用予定職，選考内容等は，公にすることによ

り，当該個人の友人や知人といった一定範囲の者には，当該個人の

特定が可能となることは否定し難く，それらの者に当該個人が採用

などのために選考中であるという機微な情報が明らかとなって，当

該個人の権利利益を害するおそれがないとは認められないので，部

分開示はできない。 

したがって，当該部分は法５条１号に該当し，不開示としたこと

は妥当である。 

ウ 上記②について  

（ア）上記②は，教員の他大学異動に係る情報であり，異動候補者であ

る教員の氏名等及び当該教員の受入れを依頼した大学名の記載が認

められる。 

（イ）上記②は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができる情報であることが認められる。そ

こで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の公表

慣行について確認させたところ，公表慣行はない旨説明する。 

そうすると，当該部分は，新潟大学において公表慣行があるとは

認められないので，法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし

書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，教員の氏名等は，
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個人識別部分であることから部分開示の余地はなく，また，その余

の部分である当該教員の受入れを依頼した大学名は，公にすること

により，当該教員の友人や知人といった一定範囲の者には，当該教

員の特定が可能となることは否定し難く，それらの者に当該教員が

他大学異動のために選考中であるという機微な情報が明らかとなっ

て，当該教員の権利利益を害するおそれがないとは認められないの

で，部分開示はできない。 

したがって，当該部分は法５条１号に該当し，不開示としたこと

は妥当である。 

エ 上記③について 

（ア）上記③は，外国人研究者の受入れに係る情報であり，受入れ候補

者である研究者の氏名，職名，受入れの経緯等の記載が認められる。 

（イ）上記③は，個人の氏名とともに記載されていることから，一体と

して法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができる情報であることが認められる。そ

こで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分の公表

慣行について確認させたところ，公表慣行はない旨説明する。 

そうすると，当該部分は，新潟大学において公表慣行があるとは

認められないので，法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし

書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

次に法６条２項による部分開示の検討を行うと，研究者の氏名及

び職名は，個人識別部分であることから部分開示の余地はなく，ま

た，その余の部分である受入れの経緯等は，公にすることにより，

当該研究者の友人や知人といった一定範囲の者には，当該研究者の

特定が可能となることは否定し難く，それらの者に当該研究者が受

入れのための選考中であるという機微な情報が明らかとなって，当

該研究者の権利利益を害するおそれがないとは認められないので，

部分開示はできない。 

したがって，当該部分は法５条１号に該当し，不開示としたこと

は妥当である。 

（６）不開示部分６について 

当該部分は，学生の処分等に係る情報であり，学生の氏名，学年，所

属学部，学生の処分を検討するに至った経緯及び処分内容等が記載され

ているので，一体として当該学生に係る法５条１号本文前段に規定する

個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに

該当すると認められ，同号ただし書イないしハに該当する事情は認めら

れない。 

次に，法６条２項による部分開示の検討を行うと，学生の氏名，学年
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及び所属学部は，個人識別部分であることから部分開示の余地はなく，

また，その余の部分は，当該学生の処分を検討するに至った経緯及び処

分内容等が詳細かつ具体的に記載されており，当該文書の性格を踏まえ

ると，当該部分の記載は，通常，他人に知られたくない機微な情報であ

ると認められ，これを一部でも公にすると，当該学生の権利利益を害す

るおそれがないとは認められないので，部分開示できない。 

したがって，当該部分は法５条１号に該当し，不開示としたことは妥

当である。 

（７）不開示部分７について 

ア 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，不開示理由等について，

改めて確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり説明する。 

    当該部分は，新潟大学国際交流後援会設置準備懇談会に係る情報の

うち他大学の募金事業に係る内部情報等部分であり，当該内部情報等

は，他大学との協力関係により取り寄せたものであるので，これを公

にした場合，今後同様の検討を行う際に，他大学からの協力を得るこ

とが困難になるおそれがある。 

イ 以下，上記諮問庁の説明も踏まえ，検討する。 

  （ア）当該部分は，新潟大学国際交流後援会設置準備懇談会に係る情報

のうち他大学の募金事業に係る内部情報等部分であることが認めら

れる。 

（イ）当該部分は，他大学の国際交流に関する募金事業に係る具体的な

内部情報等であることが認められ，当該部分を公にした場合，今後

同様の検討を行う際に，他大学からの協力を得ることが困難になる

おそれがあるとする諮問庁の説明は否定し難い。 

   したがって，当該部分は法５条４号柱書きに該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

（８）不開示部分８について 

当該部分は，特定学部授業科目の追加に係る情報のうち個人の氏名部

分であり，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができる情報であることが認められる。そこ

で，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該個人の公表慣行を

確認させたところ，公表慣行はないとのことである。 

そうすると，当該部分は，法５条１号ただし書イに該当せず，同号た

だし書ロ及びハに該当する事情も認められない。また，当該部分は，個

人識別部分であり，法６条２項による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は法５条１号に該当し，不開示としたことは妥

当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 
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審査請求人は，法７条に基づき裁量的開示をすべきであると主張するが，

上記２において不開示とすべきと判断した各不開示部分を公にすることに，

公益上特に必要性があるとすべき事情は認められないため，同条による裁

量的開示を行わなかった処分庁の判断に裁量権の逸脱又は濫用があるとは

認められない。 

また，審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記

判断を左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

  以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，３号及

び４号に該当するとして不開示とした決定について，諮問庁が，不開示と

された部分は同条１号，３号，４号並びに同号ハ及びトに該当することか

ら不開示とすべきとしていることについては，別表の４欄に掲げる部分を

除く部分は，同条１号並びに４号柱書き及びハに該当すると認められるの

で，同条３号及び４号トについて判断するまでもなく，不開示としたこと

は妥当であるが，別表の４欄に掲げる部分は，同条１号，３号並びに４号

柱書き及びトのいずれにも該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第５部会） 

  委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 
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別表 

 

１ 

不開示部分 

 

２ 

諮問庁が不開示とす

る理由（理由説明

書） 

３ 

不開示理由

（法５条） 

４ 

開示すべき

部分 

不 開

示 部

分１ 

 

個人に係る情報（法５

条１号本文前段） 

①休職者等の氏名等に

係る情報 

②研究生及び聴講生志

願者に係る情報 

③学生の休学及び退学

等に係る情報 

④教育実習に係る情報 

⑤特定学部校費決算書

（案）に係る情報 

⑥研究生期間延長に係

る情報 

⑦外国人留学生のため

の日本語課外補講の講

師に係る情報 

⑧特定学部国際交流委

員会報告資料に係る情

報 

⑨新潟大学職員宿舎委

員会報告資料に係る情

報 

⑩身体障害者の受験に

ついて（協議）に係る

情報 

⑪昭和６２年度就職内

定状況に係る情報 

⑫新潟大学国際交流後

援会設置準備懇談会報

告に係る情報 

⑬追試験願に係る情報 

① 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

②（４１頁） 

志願者の氏名は，個

人を識別することの

できる情報であり，

その他の情報に関し

ても，他者に知られ

ると本人に不利益と

なる情報であって，

一部の者には個人を

特定することが可能

であることから，

「特定の個人を識別

することはできない

が，公にすることに

より，なお個人の権

利利益を害するおそ

１号 

③のうち第

１０６回特

定学部教授

会議事録の

９枚目の学

生の氏名等

部分は，原

処分におい

て４号を適

用し，理由

説明書にお

いて１号を

追加 

⑤ 

全て（１１

４頁） 
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⑭演習配属の変更に係

る情報 

⑮昭和６２年度卒業判

定資料に係る情報 

⑯受験許可書交付願に

係る情報 

⑰新潟大学国際交流後

援会名簿（案）に係る

情報 

⑱教員の辞職に係る情

報 

⑲歴代就職ガイダンス

講師に係る情報 

れがあるもの（法５

条１号）」に該当す

るため不開示とす

る。 

②（６８７頁ないし

６８９頁） 

特定の個人を識別す

ることのできる情報

であり，その他の情

報に関しても，一部

の者には個人を特定

することが可能であ

ることから，「特定

の個人を識別するこ

とはできないが，公

にすることにより，

なお個人の権利利益

を害するおそれがあ

るもの（法５条１

号）」に該当するた

め不開示とする。 

②（１０７４頁及び

１０７５頁） 

学生の番号及び氏名

は，個人を識別する

ことのできる情報で

あり，生年月日，学

歴，現職，指導教

官，研究題目及び期

間は，他者に知られ

ると本人に不利益と

なる情報であって，

番号及び氏名を不開

示にしても，一部の

者には個人を特定さ

れることが可能であ

るので，「特定の個
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人を識別することは

できないが，公にす

ることにより，なお

個人の権利利益を害

するおそれがあるも

の（法５条１号）」

に該当する。 

③（４２頁，８０

頁，３４２頁，５３

２頁，１０５８頁な

いし１０６０頁及び

１０７３頁） 

学生の在籍番号及び

氏名は，個人を識別

することのできる情

報であり，学年，許

可年月日及び期間，

現職，事由等は，他

者に知られると本人

に不利益となる情報

であって，在籍番号

及び氏名を不開示に

しても，一部の者に

は個人を特定するこ

とが可能であること

から，「特定の個人

を識別することはで

きないが，公にする

ことにより，なお個

人の権利利益を害す

るおそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

③（３３５頁） 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ
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とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする（原処分では

同条４号を主張）。 

④ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

⑤ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので



 

 29 

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

⑥ 

研究生志願者の氏名

は，個人を識別する

ことのできる情報で

あり，その他の情報

に関しても，一部の

者には個人を特定す

ることが可能である

ことから，「特定の

個人を識別すること

はできないが，公に

することにより，な

お個人の権利利益を

害するおそれがある

も の （ 法 ５ 条 １

号）」に該当するた

め不開示とする。 

⑦ 

個人の職歴に関する

情報であり，公にす

ることにより，なお

個人の権利利益を害

するおそれがある。

法５条１号に規定す

る特定の個人を識別

することができるも

のであり，同号ただ

し書きイからハまで

に掲げる情報に該当

しないことから，不

開示とする。 

⑧ 
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個人に関する情報で

あるため，法５条１

号に規定する特定の

個人を識別すること

ができるものであ

り，同号ただし書き

イからハまでに掲げ

る情報に該当しない

ことから，不開示と

する。 

⑨ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

⑩ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲
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げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

⑪ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

⑫ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

⑬ 

学生の在籍番号及び

氏名は，個人を識別

することのできる情
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報であり，学年，授

業科目，単位，教員

名及び理由は，他者

に知られると本人に

不利益となる情報で

あって，在籍番号及

び氏名を不開示にし

ても，一部の者には

個人を特定すること

が可能であることか

ら，「特定の個人を

識別することはでき

ないが，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

⑭ 

学生の在籍番号及び

氏名は，個人を識別

することのできる情

報であり，在籍番号

及び氏名を不開示に

しても，一部の者に

は個人を特定するこ

とが可能であること

から，「特定の個人

を識別することはで

きないが，公にする

ことにより，なお個

人の権利利益を害す

るおそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

⑮（９４７頁ないし

９５８頁） 
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判定資料は，個人に

関する情報であり，

公にすることによ

り，なお個人の権利

利益を害するおそれ

がある。法５条１号

に規定する特定の個

人を識別することが

できるものであり，

同号ただし書きイか

らハまでに掲げる情

報に該当しないこと

から，不開示とす

る。 

⑮（１０５６頁及び

１０５７頁） 

個人の採点結果は，

他者に知られると本

人に不利益となる情

報であり，通常入手

し得る情報によって

個人を識別できない

としても，一部の者

には個人を特定され

ることが可能である

ので，「特定の個人

を識別することはで

きないが，公にする

ことにより，なお個

人の権利利益を害す

るおそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

⑯ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ
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とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

⑰ 

個人に関する情報で

あるため，法５条１

号に規定する特定の

個人を識別すること

ができるものであ

り，同号ただし書き

イからハまでに掲げ

る情報に該当しない

ことから，不開示と

する。 

⑱ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 
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⑲ 

個人に関する情報で

あるため，法５条１

号に規定する特定の

個人を識別すること

ができるものであ

り，同号ただし書き

イからハまでに掲げ

る情報に該当しない

ことから，不開示と

する。 

不 開

示 部

分２ 

個人に係る情報（法５

条１号本文後段） 

議事録中の学生に係る

情報 

（７１頁） 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

（１２０頁） 

他の情報と照合する

ことにより個人を特

定することが可能で

あるため，「特定の

個人を識別すること

はできないが，公に

することにより，な

お個人の権利利益を

害するおそれがある

も の （ 法 ５ 条 １

１号 全て（７１

頁及び１２

０頁） 
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号）」に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

不 開

示 部

分３ 

入試関係に係る情報 

①入学試験制度検討委

員会に係る情報 

②学力検査の配点に係

る情報 

③昭和６３年度新潟大

学特定学部帰国子女特

別選抜試験に係る情報 

④昭和６３年度新潟大

学特定学部私費外国人

留学生特別選考に係る

情報 

⑤電算処理改善（案）

によるデータフロー概

念図（一般分）に係る

情報 

⑥新潟大学特定学部入

学試験懇談会出席者に

係る情報 

⑦昭和６２年度入試懇

談会実施報告・覚書に

係る情報 

⑧昭和６３年度入学試

験調査書審査委員及び

健康診断書委員に係る

情報 

⑨昭和６３年度新潟大

学特定学部編入学及び

転部試験に係る情報 

⑩入試業務の作業日程

に係る情報 

⑪昭和６３年度新潟大

学特定学部中国引揚者

等子女特別選抜に係る

①（４４頁，４８頁

ないし５１頁及び２

１３頁） 

報告時における発言

者の氏名及び発言内

容を公にすること

は，今後，率直な意

見交換や意思決定の

中立性が損なわれる

おそれがあり，法５

条３号に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

①（５８頁ないし６

４頁） 

審議中に発言を行っ

た委員名及び発言内

容を公にすること

は，今後，率直な意

見交換や意思決定の

中立性が損なわれる

おそれがあり，法５

条３号に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

①（１１６頁及び１

１７頁） 

当該委員会委員名を

公にすることによ

り，委員会の業務の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあ

る。また，特定学部

入学者選抜の審議に

① 

３号 

理由説明書

において４

号トを追加 

② 

３号 

理由説明書

において４

号トを追加 

③ 

４号 

④ 

４号 

⑤ 

４号 

⑥ 

４号 

補充理由説

明書におい

て１号を追

加 

⑦ 

４号 

高等学校の

校 長 の 氏

名・所属高

等学校名部

分は補充理

由説明書に

おいて１号

を追加 

⑧ 

４号 

① 

全て（４４

頁，４８頁

ないし５１

頁，５８頁

ないし６４

頁，１１６

頁，１１７

頁，２１３

頁，２１７

頁ないし２

２８頁） 

② 

全て（１１

８頁） 

③ 

全て（１３

７頁及び３

４０頁） 

④ 

入学試験実

施に伴う委

員 等 部 分

（１３９頁

及び３４１

頁） 

⑤ 

全て（１９

０頁ないし

１９６頁） 

⑦ 

入試懇談会

委員の氏名

部分（３１
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情報 

⑫特定学部編入学及び

転部試験合格判定基準

（案）に係る情報 

⑬昭和６３年度特定学

部試験監督員名簿に係

る情報 

⑭入学者選抜試験合格

者判定資料に係る情報 

おける委員名及び発

言内容を公にするこ

とは，今後，率直な

意見交換や意思決定

の中立性が損なわれ

るおそれがあり，法

５条３号に該当する

ことから，不開示と

する。 

①（２１７頁ないし

２２８頁） 

懇談会における発言

者の氏名及び発言内

容を公にすること

は，今後，率直な意

見交換や意思決定の

中立性が損なわれる

おそれがあり，法５

条３号に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

② 

当該委員会委員名を

公にすることによ

り，委員会の業務の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあ

る。また，特定学部

入学者選抜の審議に

おける委員名及び発

言内容を公にするこ

とは，今後，率直な

意見交換や意思決定

の中立性が損なわれ

るおそれがあり，法

５条３号に該当する

ことから，不開示と

⑨ 

４号 

⑩ 

４号 

⑪ 

４号 

⑫ 

３号 

理由説明書

において４

号 ト を 追

加，補充理

由説明書に

おいて４号

ハを追加 

⑬ 

４号 

⑭ 

１号 

特定学部入

学者選抜試

験の合格者

判定資料部

分は補充理

由説明書に

おいて４号

ハを追加 

１ 頁 の 全

て，３１２

頁の上から

１７行目，

３１３頁の

上から７行

目，８行目

及び１１行

目の右側，

３１６頁な

いし３１８

頁の全て，

３２０頁の

全て，３２

１頁の全て

並びに３２

４ 頁 の 全

て） 

⑧ 

全て（４１

０頁） 

⑨ 

試験監督員

部分（５７

７頁） 

⑩ 

全て（５８

１頁及び５

８２頁） 

⑪ 

全て 

（６５４頁

及び６５６

頁） 

⑬ 

全て（９９

５頁ないし
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する。 

③ 

当該情報を公にする

ことにより，入試業

務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるため，「法５条

４号その他当該事務

又は事業の性質上，

当該事務又は事業の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある

もの」に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

④ 

当該情報を公にする

ことにより，入試業

務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるため，「法５条

４号その他当該事務

又は事業の性質上，

当該事務又は事業の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある

もの」に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

⑤（１９０頁ないし

１９３頁） 

現行の処理について

もほぼ同様となって

いるため，公にする

ことで入試業務の適

正な遂行に支障を及

ぼすおそれがある。

９９７頁） 
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「法５条４号その他

当該事務又は事業の

性質上，当該事務又

は事業の適正な遂行

に支障を及ぼすおそ

れがあるもの」に該

当することから，不

開示とする。 

⑤（１９４頁ないし

１９６頁） 

現行もほぼ同様とな

っているため，公に

することにより，入

試業務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそ

れがある。「法５条

４号その他当該事務

又は事業の性質上，

当該事務又は事業の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある

もの」に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

⑥ 

当該委員会委員名を

公にすることによ

り，委員会の業務の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある

ため，法５条４号そ

の他当該事務又は事

業の性質上，当該事

務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものに

該当することから，
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不開示とする。 

⑦ 

当該委員会委員名を

公にすることによ

り，委員会の業務の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある

ため，法５条４号そ

の他当該事務又は事

業の性質上，当該事

務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものに

該当することから，

不開示とする。 

⑧ 

当該委員名を公にす

ることにより，委員

会の業務の適正な遂

行に支障を及ぼすお

それがあるため，

「法５条４号その他

当該事務又は事業の

性質上，当該事務又

は事業の適正な遂行

に支障を及ぼすおそ

れがあるもの」に該

当することから，不

開示とする。 

⑨ 

当該事項を公にする

ことにより，入試業

務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるため，法５条４

号その他当該事務又

は事業の性質上，当



 

 41 

該事務又は事業の適

正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあるも

のに該当することか

ら，不開示とする。 

⑩ 

当該事項を公にする

ことにより，入試業

務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるため，法５条４

号その他当該事務又

は事業の性質上，当

該事務又は事業の適

正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあるも

のに該当することか

ら，不開示とする。 

⑪ 

当該事項を公にする

ことにより，入試業

務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるため，法５条４

号その他当該事務又

は事業の性質上，当

該事務又は事業の適

正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあるも

のに該当することか

ら，不開示とする。 

⑫ 

配点及び配点基準に

ついては検討中のも

のであり，検討段階

における委員間の意

見等を公にすること
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は，今後，率直な意

見交換や意思決定の

中立性が損なわれる

おそれがあり，法５

条３号に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

⑬ 

監督員名を公にする

ことにより，入試業

務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるため，「法５条

４号その他当該事務

又は事業の性質上，

当該事務又は事業の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある

もの」に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

⑭（１０３４頁） 

個人の採点結果は，

他者に知られると本

人に不利益となる情

報であり，通常入手

し得る情報によって

個人を識別できない

としても，一部の者

には個人を特定され

ることが可能である

ので，「特定の個人

を識別することはで

きないが，公にする

ことにより，なお個

人の権利利益を害す

るおそれがあるもの
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（法５条１号）」に

該当する。 

⑭（１０３６頁ない

し１０５１頁） 

個人の成績順位は，

他者に知られると本

人に不利益となる情

報であり，通常入手

し得る情報によって

個人を識別できない

としても，一部の者

には個人を特定され

ることが可能である

ので，「特定の個人

を識別することはで

きないが，公にする

ことにより，なお個

人の権利利益を害す

るおそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

不 開

示 部

分４ 

 

 

 

各委員会委員の氏名 

①入試制度検討委員会 

②入学者選抜制度委員

会 

③入学試験委員会 

④入学試験運営委員会 

⑤共通第１次学力試験

実施委員会 

⑥共通第１次学力試験

運営委員会 

 

①ないし⑥ 

当該委員会委員名を

公にすることによ

り，委員会の業務の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある

ため，法５条４号そ

の他当該事務又は事

業の性質上，当該事

務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものに

該当することから，

不開示とする。 

４号 

 

全 て （ ２

頁 ， ４ ５

頁 ， ４ ７

頁，１２６

頁，１２８

頁，１２９

頁，２３３

頁，２３４

頁，２３７

頁，３０７

頁，３１０

頁，３３０

頁，３３２

頁，４１２

頁，４１５

頁，４１６
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頁，５０９

頁，５６５

頁ないし５

６７頁，６

７０頁，６

７１頁，６

７７頁，８

２０頁，８

２３頁，８

３２頁，８

３４頁ない

し ８ ３ ６

頁，８３８

頁，９２４

頁，９２５

頁，９２７

頁，９４３

頁及び９４

４頁） 

不 開

示 部

分５ 

人事選考に係る情報 

①教員選考に係る情報 

②教員の他大学異動に

係る情報 

③外国人研究者の受入

れに係る情報 

①（６５頁及び８１

２頁） 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

①（７６頁ないし７

９頁及び８４０頁な

１号  
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いし８４２頁） 

特定の個人を識別す

ることのできる情報

が含まれる。個人名

を不開示にしても，

記載された業績等に

より，一部の者には

個人を特定すること

が可能であることか

ら，「特定の個人を

識別することはでき

ないが，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

①（１０９頁） 

個人を識別すること

のできる情報が含ま

れる。個人名を不開

示にしても担当科目

及び職位から，一部

の者には個人を特定

することが可能であ

る。「特定の個人を

識別することはでき

ないが，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当することから，

不開示とする。 

①（９２０頁及び９

２１頁） 

特定の個人を識別す
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ることのできる情報

が含まれる。個人名

を不開示にしても，

記載された職位によ

り，一部の者には個

人を特定することが

可能であることか

ら，「特定の個人を

識別することはでき

ないが，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

①（９３４頁ないし

９４１頁） 

特定の個人を識別す

ることのできる情報

が含まれる。個人名

を不開示にしても，

記載された業績等に

より，通常入手し得

る情報によって個人

を識別できないとし

ても，一部の者には

個人を特定すること

が可能であることか

ら，「特定の個人を

識別することはでき

ないが，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

①（９９８頁） 
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特定の個人を識別す

ることのできる情報

が含まれる。個人名

を不開示にしても，

記載された職位によ

り，一部の者には個

人を特定することが

可能であることか

ら，「特定の個人を

識別することはでき

ないが，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがあるもの

（法５条１号）」に

該当する。 

②③ 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

いことから，不開示

とする。 

不 開

示 部

分６ 

学生の処分等に係る情

報 

（５０６頁） 

他の情報と照合する

ことにより個人を特

定することが可能で

あるため，「特定の

個人を識別すること

１号  
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はできないが，公に

することにより，な

お個人の権利利益を

害するおそれがある

も の （ 法 ５ 条 １

号）」に該当するこ

とから，不開示とす

る。 

（５３３頁ないし５

３５頁，６６７頁，

６９０頁及び６９１

頁） 

学生の懲戒に係る本

人に不利益の生じる

おそれのある情報

は，他者に知られる

と本人に不利益とな

る情報であって，通

常入手し得る情報に

よって個人を識別で

きないとしても，一

部の者には個人を特

定することが可能で

あることから，「特

定の個人を識別する

ことはできないが，

公にすることによ

り，なお個人の権利

利益を害するおそれ

があるもの（法５条

１号）」に該当す

る。 

不 開

示 部

分７ 

新潟大学国際交流後援

会設置準備懇談会に係

る情報 

（７０４頁ないし７

０７頁） 

他大学の内部情報を

公開することは，事

務事業の適正な遂行

４号  
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に支障を及ぼすおそ

れがあるため，法５

条４号その他当該事

務又は事業の性質

上，当該事務又は事

業の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるものに該当する

ことから，不開示と

する。 

（７０８頁） 

当該大学の内部情報

を公開することにつ

ながり，本学との事

務事業の適正な遂行

に支障を及ぼすおそ

れがあるため，法５

条４号その他当該事

務又は事業の性質

上，当該事務又は事

業の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれが

あるものに該当する

ことから，不開示と

する。 

不 開

示 部

分８ 

特定学部授業科目の追

加に係る情報 

特定の個人を識別す

ることができる情報

であり，公にするこ

とにより，なお個人

の権利利益を害する

おそれがある。法５

条１号に規定する特

定の個人を識別する

ことができるもので

あり，同号ただし書

きイからハまでに掲

げる情報に該当しな

１号  
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いことから，不開示

とする。 

 


